
(2) 福岡市支援隊の活動状況報告

(3) 熊本市災害対策本部運営支援派遣職員からの現地状況報告

(4) 福岡市避難所運営支援システムについて

【第６回】 

１ 日時 平成 28 年４月 24 日（日）16：00～17：00（発災後 10 日）  

 ２ 場所 市政運営会議室 

３ 主な内容 

(1) 被災地支援の状況報告

(2) 福岡市支援隊の活動状況報告

(3) 熊本市災害対策本部運営支援派遣職員からの現地状況報告

(4) ＩＣＴの活用について

・福岡市避難所運営支援システム（物資支援）

・ＬＩＮＥ（避難所間の情報共有）

【第７回】 

１ 日時 平成 28 年４月 25 日(月) 16：30～17：00(発災後 11 日) 

２ 場所 庁議室 

３ 主な内容 

【第８回】 

１ 日時 平成 28 年４月 28 日(木) 13：00～14：00（発災後 14 日） 

２ 場所 市政運営会議室 

３ 主な内容 

(1) 被災地支援の状況報告

(2) 福岡市支援隊の活動状況報告

(3) 「WITH THE KYUSHU プロジェクト～今こそ九州観光～」について

【第９回】 

１ 日時 平成 28 年５月 16 日（月）16：00～17：30（発災後 32 日） 

２ 場所 庁議室 

３ 主な内容 

(1) 被災地支援の状況報告

(2) 熊本市災害対策本部運営支援派遣職員からの現地状況報告

(3) 被災地支援の主な取組状況に関する中間報告

(4) 基礎自治体の果たす役割について（消防・上下水道・ごみ処理等）

(5) 防災テクノロジーの活用について

(6) 支援・受援訓練の実施について
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(1) 被災地支援の状況報告

(2) 福岡市支援隊の活動状況報告

(3) 熊本市災害対策本部運営支援派遣職員からの現地状況報告
(4) ボランティア，民間等の専門的な力の活用について

(5) 「博多どんたく港まつり」の開催について
・スローガン「どんたくWITH THE KYUSHU 熊本・大分の復興に向けて」

物的支援

その他の支援

福
岡
市
支
援
本
部

23P～

熊本市東区避難所運営 等

下水道施設の復旧業務 等

指定都市市長会現地支援本部

熊本市災害対策本部運営支援

応急危険度判定士の派遣 等

被害認定調査業務 等

災害ごみの収集支援

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰへの職員派遣 等

医療チームの派遣

教職員の派遣

緊急消防援助隊等の派遣

応急給水派遣

水道施設の応急復旧業務 等

下水道施設復旧

保健師･高齢･介護チームの派遣

医師・獣医師チームの派遣

こころのケアチームの派遣 等

24P～

24P～

26P～

29P～

29P～

30P～

32P～

33P～

34P～

37P～

38P～

39P～

41P～

41P～

43P～

44P～

避難所運営支援

職員派遣（長期）

災害対策本部等支援

被害状況調査・り災
証明書発行業務支援

生活再建支援

医療支援

教育に関する支援

救助活動

ﾗｲﾌﾗｲﾝ復旧支援

避難所相談業務等支援

物的支援

人的支援

：自己完結型の支援（それぞれ各ページで詳述）太字

その他の支援

凡例

支援物資の搬送

支援物資の受入れ 46P～

49P～

学校施設の使用 等

ＨＰやＳＮＳの活用 等 72P～

72P～

中小企業向け特別相談窓口

熊本市からのごみの受入れ 70P～

73P～

被災文化財の受入れ

ウンピョウ２頭の受入れ 73P～

73P～

物資の受入れ・搬送

被災者への情報発信

動物の保護

市有施設の活用

文化財の保護

災害ごみの受入れ

生活再建支援

支援の概要図
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　平成28年４月14日（木）に発生した「熊本地震」においては，福岡市内で発生し

た被害への対応だけでなく，発災直後から，緊急消防援助隊や応急給水隊を被災

地に派遣するとともに，４月18日（月）に「熊本地震災害」福岡市支援本部を設置

し，「できることはすべてやる」という考えのもと，全庁的な連携を図りつつ，被災

地支援を行った

　福岡市においては，「命と直結する地震発生直後の支援については，スピードが

最大の付加価値」となることや，「物資の仕分けやボランティアの配置について

は，被災自治体に極力負担をかけない方法で行う必要がある」ため「自己完結型

支援」を行うことを基本スタンスとして支援に取り組んだ。

　「人的支援」に関しては，消防や給水分野のほか，４月16日（土）の保健師チー

ム等の派遣を皮切りとして，述べ約９千人におよぶ職員に加え，ごみ収集や上下水

道，ボランティアなどの分野では民間企業や公益的な団体の協力も得ながら支援

を行った。

　「物的支援」に関しては，17日（日）には，旧大名小学校において市民等からの支

援物資受入れを開始した。多くの市民や企業・団体の善意により寄せられた支援

物資は，段ボール約36,500箱にのぼった。この集まった支援物資を，ＩＣＴの活用

やＮＰＯ等への提供により，被災地に負担をかけることなく，すべての支援物資を

届けることができた。

　「避難所運営支援」に関しては，熊本市東区の指定避難所の運営を支援するた

め，100人の職員を３回に分けて派遣した。ＩＣＴを活用して，物資供給や避難所

間での物資の融通等を行い，また帰庁した職員による活動報告会を行うことで職

員間の情報共有を図るなど，より円滑な避難所運営を行うための支援に取り組ん

だ。 

　「義援金」については，前震の翌日15日（金）から募集を開始し，多くの市民・ 

企業・団体からご協力いただき，総額は約２億8,000万円となった （。平成28年12月31日現在）

　被災地の復興を支援する取組みとして，観光客等の減少による経済的な影響を

防ぐために，「今こそ九州観光」をキーワードとした被災自治体の首長との共同プ

ロモーションを行うなど，観光情報発信の支援に取り組んだ。

　今後，熊本地震被災地への支援は，息の長い生活再建支援及びインフラの復

旧支援へとシフトしていく。引き続き，被災地に最も近い政令指定都市，また，水

道，下水道，消防など行財政基盤を有する基礎自治体として，最大限の支援を行っ

ていく。 

被災自治体への支援内容～WITH THE KYUSHUの理念のもとに～

第１節 総括 
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熊本県

熊本市内 熊本市以外

救助活動
（657人）

配色は，78Ｐの区分に同じ。

熊本市災害対策本部等運営支援
（109人）

ライフライン復旧支援
（1,670人）

医療支援
（124人）

避難所運営支援
（956人）

※一部，大分県日田市にも派遣

避難所相談業務等支援
（480人）

19

人的支援の提供先及び延べ人数

被災状況調査・り災証明書発行業務支援
（1,374人）

生活再建支援
（715人）

教育に関する支援
（92人）
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派遣人数合計　延べ 6,177 人

１　救助活動

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

消防庁 緊急消防援助隊派遣

熊本市
益城町
宇土市
宇城市
大津町

南阿蘇村

28.4.14～28.4.27 635

熊本市消防局 救急隊派遣 南阿蘇村 28.4.27～28.5.3 22

小計 657

２　ライフライン復旧支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

日田市 応急給水 日田市 28.4.16～28.4.19 8

（公社）日本水道
協会熊本県支部

応急給水

熊本市
益城町
阿蘇市

南阿蘇村
西原村

28.4.15～28.6.21 346

(2) 水道施設の漏水調査 熊本市 28.4.18～28.4.25 51

(3)
水道施設の漏水調査班・応急復旧班の
統括調整

熊本市
益城町

28.4.21～28.5.27 352

(4) 水道施設の応急復旧
熊本市
西原村

28.4.25～28.6.3 236

(5) 水道施設の復旧・復興計画策定支援
西原村

南阿蘇村

28.5.8～28.5.10
28.5.15～28.5.21
28.6.22～28.6.24

19

(6)
国土交通省
熊本県

下水道施設復旧に係る総合調整業務 熊本県 28.4.17～28.5.26 54

(7)
熊本市
益城町
阿蘇市

下水道施設の概略調査（１次調査）
熊本市
益城町
阿蘇市

28.4.19～28.4.28 132

(8) 下水道施設の詳細調査（２次調査） 28.4.27～28.5.21 112

(9) 下水道施設の災害査定設計書作成等

益城町
阿蘇市

28.5.11～28.10.12 360

小計 1,670

３　熊本市災害対策本部等運営支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1) 熊本市 熊本市災害対策本部の運営支援 熊本市 28.4.22～28.5.12 42

(2)
指定都市市長会
※１

指定都市市長会現地支援本部の運営支援
（先遣隊）

熊本市 28.4.17～28.5.17 67

小計 109

(1)

(1)

（公社）日本水道
協会熊本県支部

益城町
阿蘇市

消防局

水道局

道路下水道局

市民局

職員の派遣状況（業務別一覧）

○ 職員派遣（短期）

※平成29年3月31日現在
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４　避難所運営支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1)
指定都市市長会
※１

避難所運営支援（福岡市支援隊） 熊本市 28.4.19～28.4.27 910 市民局

(2)
福岡県市長会

避難所運営支援 益城町 28.4.29～28.6.12 34
総務企画局
市民局

(3)
(一財)熊本市国
際交流振興事業
団

在住外国人避難者支援 熊本市 28.4.22～28.5.4 12 総務企画局

小計 956

５　避難所相談業務等支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1) 熊本市 28.4.16～28.6.19 230

(2) 熊本市 28.4.18～28.5.27 133

(3) 医師派遣 熊本市 28.4.24～28.4.28 15

(4) 環境省・熊本県 獣医師派遣 菊陽町 28.4.29～28.5.2 8

(5) 厚生労働省 こころのケアチーム（DPAT)派遣 南阿蘇村
28.5.6～28.5.11
28.5.16～28.6.30

70

(6)

熊本地震聴覚障
害者救援対策本
部((一財)熊本県
ろう者福祉協会)

ろうあ者相談員等派遣
熊本市
益城町
西原村

28.5.7～28.5.18 11

(7)
(社協)熊本県社
会福祉協議会

福祉避難所における要介護者の見守り等支
援

西原村 28.6.11～28.6.23 13

小計 480

６　医療支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

医療チーム（入院患者搬送支援）派遣 28.4.16 8

医療チーム（避難所巡回支援）派遣 28.4.18～28.5.8 100

(2)
（公社）日本医師
会災害医療チー
ム

小児科医師派遣 熊本市 28.4.25～28.5.9 16

小計 124

７　被害状況調査・り災証明書発行業務支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1) 熊本県 被災建築物応急危険度判定士派遣
熊本市
益城町

28.4.18～28.4.29 154 住宅都市局

(2)
熊本市教育委員
会

学校施設被災状況調査 熊本市 28.4.19～28.4.23 30 教育委員会

(3) 熊本県 被災宅地危険度判定士派遣 熊本市 28.4.23～28.5.13 36 住宅都市局

(4) 住家被害認定調査業務支援(１次調査） 28.4.27～28.7.29 340 財政局・各区

(5) 住家被害認定調査業務支援(２次調査) 熊本市 28.6.16～28.8.30 146 住宅都市局

(6) り災証明書発行窓口業務支援 28.4.27～28.5.31 636 市民局

(7)
福岡県市長会※
２

窓口業務支援 益城町 28.6.13～28.7.26 32
総務企画局
市民局

小計 1,374

指定都市市長会
※１

熊本市

保健福祉局

(1) 熊本市

保健福祉局

熊本市民病院

保健師チーム派遣

高齢・介護チーム派遣

※２
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８　生活再建支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1) 熊本市 災害ごみの収集支援 熊本市 28.4.21～28.6.11 453 環境局

(2)
会福祉協議会

災害ボランティアセンター運営支援 熊本市 28.4.21～28.8.1 146 保健福祉局

(3)
国土交通省

応急仮設住宅建設に係る技術職員派遣 熊本県
28.4.28～28.5.14
28.6.29～28.7.12
28.7.25～28.7.31

108 住宅都市局

(4) 日本財団 日本財団が支給する見舞金の配布等支援 熊本市 28.6.13～28.6.20 8 経済観光文化局

小計 715

９　教育に関する支援

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数（延べ） 担当局

(1)
熊本市教育委員
会

教職員（特別支援学級担当者）派遣 熊本市 28.5.10～28.6.25 92 教育委員会

小計 92

(社福)熊本県社

熊本県
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派遣人数合計　延べ 2,793 人

※派遣延べ日数で算出

※平成29年3月31日現在

要請 業務内容 派遣先 派遣期間 派遣人数
（下段：延べ人数）

担当局

3

(729)

1

(243)

1

(212)

1

(212)

1

(30)

1

(31)

1

(30)

1

(31)

1

(31)

1

(28)

1

(31)

1

(212)

1

(182)

1

(243)

1

(153)

1

(121)

1

(274)

水道局28.8.1～28.12.31

28.12.1～29.3.31

※１　指定都市市長会
　　　　全国の政令指定都市20市の市長をもって構成。
　　　　同会で定めた「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」に基づき，支援依頼がなされた。
※２　福岡県市長会
　　　　福岡県下の市長をもって構成（28名）。同会から，構成各市に対し支援依頼がなされた。
※３　九州地方知事会
　　　　九州・山口の各県知事をもって構成（9名）。同会から，福岡県を通じて支援依頼がなされた。

(8)
熊本県教育委員
会

教職員（養護教諭）派遣 熊本市 28.7.1～29.3.31 教育委員会

28.8.1～29.3.31

(7)
西原村（日本水
道協会経由）

水道復旧事業計画作成等支援 西原村

(1)

福岡県市長会・
九州地方知事会
（福岡県）※２，３

下水道施設（管渠）の災害復旧業務支援
（工事積算及び現場管理）

益城町 28.8.1～29.3.31

(3) 区画整理管理業務支援 益城町 28.9.1～29.3.31

(4)
下水道施設（管渠）の災害復旧業務支援
（工事積算及び現場管理）

阿蘇市 28.9.1～29.3.31

(2)
農業用施設及び農地災害復旧業務支援
（全般）

益城町 28.8.1～29.3.31 農林水産局

(6)
被災住宅の応急修理に係る業務支援
（事務職）

熊本市

28.9.1～29.3.31

28.10.1～29.3.31

(5)
被災住宅の応急修理に係る業務支援
（建築職）

熊本市

28.9.1～28.9.30

28.10.1～28.10.31

28.11.1～28.11.30

28.12.1～28.12.31

29.1.1～29.1.31

29.2.1～29.2.28

29.3.1～29.3.31

道路下水道局

住宅都市局

道路下水道局

○ 地方自治法による職員派遣（長期）

住宅都市局
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